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 原価計算を集計範囲から全部原価計算（absorption costing）と部分価計算（partial costing）の２
つに大別する分類法は確立され、また何人も認めているところであろう。直接原価計算（direct 
costing）は、1936 年の Jonathan N.Harris の論考 1) を嚆矢として以来、前者の全部原価計算と対置
され、まず公表財務諸表への導入を巡って問題となり、また近年では適合性の喪失（Relevance 
Lost）の視点から批判にさらされている。 
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である。行論の都合上、節項に番号を付すと以下の通りである。 
(1) 社長とコントローラーの対話（The Dialogue between Chief and Controller） 
(2) 社内通信文（THE STONE MANUFACTURING COMPANY, Intercompany Correspondence） 
(3) 工場経費3) 会計に関する覚書（MEMORANDUM ON ACCOUNTING FOR FACTORY  
 OVERHEAD） 
(4) 採用された提案（The Plan Adopted） 
(5) 何が固定工場経費に含まれたか？（What Included Under Fixed Factory Expenses?） 
(6) 部門の設定（The Departmental Set-Up） 
(7) 業務原価元帳（The Operating Costs Ledger） 
(8) 作成された月次財務諸表（Monthly Financial Statements Prepared） 
(9) 最終的成績の差異の説明（Difference in Final Results Explained） 
(10)月次棚卸資産修正の必要性（Need for Monthly Inventory Adjustment） 






本文の注記ではなく、全米原価会計士協会（National Association Cost Accountant; NACA）で刊行









らす社長 Stone に対して、コントローラーRowe は現行の標準原価システム（standard cost system）
の下では工場経費配賦不足（charge for unabsorbed factory overhead）が認識され、総差益（gross 
margin）の増加分、ないしそれ以上を食ってしまったと反論する 5)。（囲欄１を参照。） 
 社長 Stone は、このような標準原価システムを、いまいましい会計システム（confounded 
accounting system）であり、黒色火薬（blasting powder）ほどの価値もなく、歪んでいる（cockeyed）
と非難する。そして、売上が増加した場合に利益の増加を示す損益計算書（profit and loss statement 
that shows a profit increase when we make sales like these）を次週までに作成する約束をコントロー
ラーRowe から取り付ける。コントローラーRowe は、革命的な戦い（revolutionary fight）に向か
う。それは、工場経費の正常配賦を標準原価計算システムの埒外に置く途であった。 
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（NACA,Bulletin,Vol.17, No.10, January 15, 1936, pp.501－502.） 
 
(2) 社内通信文 
 約束通り、翌週の 1933 年 10 月 30 日に、向こう見ずな人種（hardy breed）とされるコントロー
ラーの任にある Rowe は、社内通信文を提出した 6)。内容は、物語の筋書に沿って、次節(3)の覚
書を要約したものであり、Rowe の私見が端的に述べられている。即ち、売上が増加すれば利益
の増加を示し、売上が減少すれば利益の減少を示す、月次損益計算書を確保するために、間接工
場経費（indirect factory overhead）を標準製造原価（standard manufacturing costs）から除外するプ
ランについて、その長短が挙げられている。そして、翌１月１日からの変更を準備するためには、
急ぎ決済することが必要であると締め括られている。 
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 Stone 製造会社のような多品種工場（“many product” factory）では、多くの要素が実際売上高に
影響を及ぼすので、標準製造原価が予定製造活動を基準とした間接工場経費の配賦額（allowances 
indirect factory expenses）を含んでいる場合には、多額の月次工場経費の配賦過不足（a large monthly 
unabsorbed overhead charge or an overabsorbed credit）が発生する 8)。ここで、工場経費の配賦過不
足を引き起こす不確定要因として、次の４つが指摘されている。 





(ⅳ)予測売上高が達成されたとしても、製品種類の実際売上高の分布（the distribution of actual 
sales by product classes）は、依然として管理不能な要素である。 
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(3-3)管理可能な項目だけが原価に含まれるべきである（Only Controllable Items Should Be 








(3-4)３つの管理要素が製造原価を構成する（Three Controlled Elements Make Up Manufacturing 
Cost） 
 製造原価を管理可能な項目だけで構成するために、標準製造原価から間接工場経費の分離
（divorcement of indirect factory expenses, form standard manufacturing cost）を行なう。そして、新し
い標準原価を構成する要素として、次の(A)(B)(C)が挙げられている10)。 
(A)完成品単位に算入される材料費と包装費（Costs of raw materials and packages which go into 
the finished unit of production） 
(B)製品単位に対して報告できる労務費（Cost of that labor against which units of goods produced 
can be reported） 
(C)製造活動に比例して直接的ないし密接に変動する直接工場経費（Cost of direct production 













(3-5)３つの使用される差異勘定（Three Variance Accounts Used） 
 ここで、（3-4）の３つの管理要素は、各勘定に集計され、以下のように内包的に表わされる 11) 
 Dna＝{dna｜dnaは、材料費・包装費勘定に集計される原価要素} 
 Dnb＝{dnb｜dnb は、直接労務費勘定に集計される原価要素} 
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勘定（Excess Process Gain or Loss Account）として分記しなければならないとする。 
 
(3-6)直接工場経費の取り扱い（Treatment of Direct Production Expenses） 
 (3-4)において既述の管理要素(C)は、製品単位に容易には跡付けられないので、直接工場経費
統制勘定（direct factory expense controlling account）に集められる12)。この勘定を設ける利点は、
原価要素(C)の合計を、所定の期間において平均化し、標準製造原価を設定する際に基礎資料を
提供することにある。この範疇に含まれるものとして、副職長と班長の作業時間給（time of working 
sub-foreman and gang bosses）、製造部門に配賦されない労務費（unallocated labor in production 
departments）、実際に製造に使用される濾過器、仕切り、艶出し布、穴開け器、研磨機、紙鑢等の
消耗品費（supplies such as strainers, screens, polishing cloths, drills, grinding wheels, sand paper, et cetera, 
actually used in producing goods）、純超過工程損失（net excess process losses）、全てのバッチないし
製造指図書に対する仕損費（spoilage of whole batches or production orders）、製造部門の設備費･機
械維持費･修繕費（production department equipment and machine maintenance and repairs）、作業員賠














inventory valuation idea）が適切であると主張する。 
 








製造原価の計算の簡素化（Simplification of the calculation）。 
(ⅱ)製品原価要素としての固定工場経費（fixed factory overhead）の除外。これは、工場経費の




外（Elimination of variable factory production expenses）。 
(ⅴ)経営管理者に対する、会計に費やしたお金よりも多くの見返り（a greater return）。 
 
(3-9)結論（Conclusion） 




 かくしてコントローラーRowe の提案は採用される16)。社長（President）Stone は、提案の真の
価値を認識する能力を有した経験豊かな企業人（experienced business man）であったからである。
なお、Harris は、物語に登場する社長 Stone とコントローラーRowe は、彼が個人的に知っている










場長、職長、工場管理員と事務員、検収係、倉庫係、および出荷係の給料（salaries of the factory 
superintendent, general foremen, factory administration and clerical staff, receiving, warehouse, and 
shipping forces）、工場事務室および諸部門の消耗品費（factory office and miscellaneous shipping 
department supplies）、建物維持費（building maintenance）、光熱費（heating and lighting costs）、火災
保険料（fire insurance）、建物減価償却費（building depreciation）が列挙されている。 
 ここで、Harris 流の間接工場経費（固定工場経費） は、以下のように外延的に表わされる。 d~oD
~
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 直接標準原価製造プラン（direct standard cost manufacturing plan）の適用を成功させるためには、
部門の設定が必要であるとし、製造部門（production departments）とその他の部門（all other 
departments）の２つを例示している18)。製造部門は実際には 30以上あるが、この論考のために重
要なものだけを選出したと述べている。（囲欄２を参照。）併せて、業務原価･費用勘定（operating 






 部門 10― 職長、J.L.Day 
 部門 11― 職長、C.H.Files 
 部門 12― 職長、A.B.Smith 
 部門 13― 職長、M.T.Connover 
 部門 14― 職長、H.A.Bender 
 部門 15― 職長、S.V.Lund 
他の全ての部門: 
 部門 50― 検収 
 部門 51― 倉庫 
 部門 52― 出荷 
 部門 53― 動力設備 
 部門 54― 建物占有 
 部門 55― 研究室管理 
 部門 56― 維持および建設 
 部門 59― 工場管理 
 部門 60― 購買 
 部門 61― 会計 
 部門 62― 一般管理 
 部門 70― 調査 
 部門 81― 国内東部販売 
 部門 82― 国内西部販売 
 部門 83― 国内南部販売 
 部門 84― 国内太平洋岸販売 
 部門 85― 国外販売 




























（NACA, Bulletin, Vol.17, No.10, January 15,1936, p.512.） （NACA, Bulletin, Vol.17, No.10, January 15, 1936, p.513.） 
減価償却費｝費、火災保険料、建物費、建物維持費、光熱および諸部門の消耗品       　　　
工場事務室、の給料倉庫係、および出荷係、係管理員と事務員、検収{工場長、職長、工場    =d~oD~  
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(7) 業務原価元帳 












 コントローラーRowe の指導の下で作成された財務諸表として、以下の７つが列挙されている 21)。 
(ⅰ)比較貸借対照表（Comparative Balance Sheet） 
(ⅱ)詳細損益計算書（Detailed Income Sheet） 
(ⅲ)間接費分析表（Analysis of Indirect Expenses） 
(ⅳ)製造差異および会計検証勘定等（Manufacturing Variances and Accounting Verification  
 Accounts，Etc.） 
(ⅴ)部門別製造差異計算書（Departmental Manufacturing Variances Statements） 
(ⅵ)事業部損益計算書（Divisional Profit and Loss Statement） 
(ⅶ)事業部総差益計算書（Divisional Gross Margin Statement） 
 なお、奇数･偶数月に元帳を分割する着想（odd and even ledger idea）や簿記機械（book-keeping 











製造高をはるかに超過しているということである。今日認められた標準原価計算実務（accepted standard cost 
accounting practice）の下では、標準原価には直接工場経費（direct factory overhead）と同じように固定ない
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 そして、コントローラーRowe が開発した直接標準原価計算の新方法（the new style method of 
direct standard cost accounting）はこのような欠陥を克服したとする。 
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櫻井通晴『原価計算－理論と計算』税務経理協会、1983 年、357 頁。 
 3） factory overhead は、製造間接費という邦訳が定着しているが、Harris の indirect と fixed の用語法が精確
であるとはいえないため、本稿では敢えて工場経費と訳すことにした。というのは、Harris が固定製造間
接費の意味で使っている indirect factory expense を間接製造間接費と訳したのでは、原文の語感とはかな
り隔たっているように思われるからである。 
 4）コントローラー（会計･統計係）の職能については、以下の文献を参照されたい。伊藤博『管理会計の世
紀』同文舘、1992 年、111-117 頁。 
 5）Jonathan N.Harris,“What Did We Earn Last Month ?，”NACA, Bulletin, Vol.17, No.10, January15, 1936, pp.501
－502. 
 6）Ibid., pp.502-503. 
 7）Ibid., p.503. 
 8）Ibid., p.504. 










－ 137 － 
18）Ibid., pp.511－512. 
19）Ibid., pp.512－514. 
20）Ibid., pp.514－515. 
21）Ibid., pp.515－517. 
22）Ibid., pp.518－519. 
23）Ibid., p.519. 
24）Harris の直接原価計算生成には、販売重視も重要な要因であり、部門の設定、新旧の要約損益計算書の配
列、事業部損益計算書に見ることができるが、論理が錯綜するため、別稿に委ねることにした。 
 
 
 
